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１．平成１６年９月中間期の連結業績（平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日）

(1) 連結経営成績 （百万円未満切り捨て）

１６年９月中間期 ( ) ( ) ( )

１５年９月中間期 ( ) ( ) ( )

１６年３月期

１６年９月中間期 ( )

１５年９月中間期 ( )

１６年３月期

(注)１．持分法投資損益        16年9月中間期　   283百万円  15年9月中間期　   355百万円  16年3月期         687百万円

　　２．期中平均株式数(連結)  16年9月中間期  24,023,644株  15年9月中間期  24,027,023株  16年3月期      24,026,627株

　  ３．会計処理の方法の変更　  無

　  ４．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2) 連結財政状態

１６年９月中間期

１５年９月中間期

１６年３月期

(注） 期末発行済株式数（連結）   16年9月中間期   24,021,869株  15年9月中間期  24,026,540株 16年3月期   24,025,525株

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

１６年９月中間期

１５年９月中間期

１６年３月期

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項

 　　連結子会社数　１４社　　持分法適用非連結子会社数　０社　　持分法適用関連会社数　２社

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況

　　 連結（新規）　０社   （除外）  ０社        持分法（新規）  ０社   （除外)  ０社　        

２．平成１７年３月期の連結業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）

通　　　期

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　129円　05銭

※　業績予想については、現時点で入手可能な情報に基づき当社の経営者が判断した予想であります。 実際の業績は
　様々な要因の変化により、記載の業績予想とは大きく異なる結果となり得ますことをご承知おきください。
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１．企業集団の状況   

　当グループは、当社並びに子会社14社、関連会社３社及びその他の関係会社１社で構成され、その主な事業として、本
田技研工業株式会社（その他の関係会社）及びそのグループ会社を始めとする国内外の自動車及び自動車部品メーカー等
に対し、自動車及び自動車部品の製造及び販売を行っております。
　主要な関係会社と事業の内容を系統図で示すと次のとおりであります。

（連結子会社）

（連結子会社）

（連結子会社）

（連結子会社）

（連結子会社）

（連結子会社）

（持分法適用関連会社）

（連結子会社）

（連結子会社）

（連結子会社）

（持分法適用関連会社）

（連結子会社）

（連結子会社）

（注）　　   　は、持株会社であります。

ユー　エス　ヤチヨ
インコーポレーテッド（米国）

ワイ　エム　テクノロジー
インコーポレーテッド (カナダ)

ﾔﾁﾖ ｵﾌﾞ ｵﾝﾀﾘｵ ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｭｱﾘﾝｸﾞ
ｲﾝｺ-ﾎﾟﾚｰﾃｯﾄﾞ  (カナダ)

㈱ウエムラテック 他２社

ｺﾞｳｼ ﾀﾝﾛﾝ ｵｰﾄﾊﾟｰﾂ ｶﾝﾊﾟﾆｰ
ﾘﾐﾃｯﾄﾞ（ベトナム）

ｻｲｱﾑ ｺﾞｳｼ ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｭｱﾘﾝｸﾞ
ｶﾝﾊﾟﾆｰ ﾘﾐﾃｯﾄﾞ（タイ）

ヤチヨ　オブ　アメリカ
インコーポレーテッド（米国）

エー　ワイ　マニュファクチュア
リング　リミテッド（米国）

八千代工業（中山）有限公司
(中国)

ヤチヨ　インダストリー（ユー
ケー）リミテッド（英国）

ユー　ワイ　ティー　リミテッド
（英国）

ﾔﾁﾖ ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｭｱﾘﾝｸﾞ ｵﾌﾞ ｱﾗﾊﾞﾏ
ｴﾙ ｴﾙ ｼｰ　(米国)

サイアム　ヤチヨ　カンパニー
リミテッド（タイ）

製品、設備、技術援助

当

社

国内得意先
(自動車メーカー
及び自動車部品
メーカー等)
･本田技研工業㈱
                     他

海外得意先
(自動車メー
カー及び自動車
部品メーカー
等）

製 品

部 品

製 品

部 品

製 品

製 品

設 備

設 備

製 品

製 品

製 品

合志技研工業㈱
（連結子会社）

製 品

製 品

部 品
設 備
技術援助

部 品
設 備
技術援助

部 品
設 備
技術援助

部 品
設 備
技術援助

部 品
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部 品
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技術援助
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設 備
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部 品

部 品

部 品
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　当グループにおける主な会社の事業に係わる位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとお

りであります。

(自動車及びその部品の製造及び販売事業)

　当社及び子会社である合志技研工業株式会社が、その他の関係会社である本田技研工業株式会社から部品

及び原材料を仕入れて製造しているほか、子会社であるヤチヨ　オブ　オンタリオ　マニュファクチュアリ

ング　インコーポレーテッド（カナダ）、サイアム　ヤチヨ　カンパニー　リミテッド（タイ）、ユー　エ

ス　ヤチヨ　インコーポレーテッド（米国）、ヤチヨ　マニュファクチュアリング　オブ　アラバマ　エル　

エル　シー（米国）、八千代工業(中山)有限公司（中国）、サイアム　ゴウシ　マニュファクチュアリング

カンパニー　リミテッド（タイ）、ゴウシ　タンロン　オートパーツ　カンパニー　リミテッド（ベトナ

ム）、株式会社ウエムラテック及び関連会社であるユー　ワイ　ティー　リミテッド（英国）、エー　ワイ

マニュファクチュアリング　リミテッド（米国）が製造し、国内外の自動車及び自動車部品メーカー等に販

売しております。

　また、当社及び子会社であるワイ　エム　テクノロジー　インコーポレーテッド（カナダ）、合志技研工

業株式会社は、自動車部品等の製造設備、金型、治具及び検具等を製造し、国内外の自動車及び自動車部品

メーカー等に販売しております。

　一方、当社からヤチヨ　オブ　オンタリオ　マニュファクチュアリング　インコーポレーテッド（カナ

ダ）、ユー　ワイ　ティー　リミテッド（英国）、エー　ワイ  マニュファクチュアリング　リミテッド

（米国）、ユー  エス  ヤチヨ　インコーポレーテッド（米国）及びヤチヨ　マニュファクチュアリング　

オブ　アラバマ　エル　エル　シー（米国）に対し、また、合志技研工業株式会社からその子会社であるサ

イアム　ゴウシ　マニュファクチュアリング　カンパニー　リミテッド（タイ）、ゴウシ　タンロン　オー

トパーツ　カンパニー　リミテッド（ベトナム）及び株式会社ウエムラテック他２社に対して部品を供給し

ているほか、当社及びユー　ワイ　ティー　リミテッド（英国）は、サイアム　ヤチヨ　カンパニー　リミ

テッド（タイ）及びサイアム　ゴウシ　マニュファクチュアリング　カンパニー　リミテッド（タイ）から、

エー  ワイ  マニュファクチュアリング　リミテッド（米国）、ユー　ワイ　ティー　リミテッド（英国）

及びヤチヨ　マニュファクチュアリング　オブ　アラバマ　エル　エル　シー（米国）は、ヤチヨ　オブ　

オンタリオ　マニュファクチュアリング　インコーポレーテッド（カナダ）から、ヤチヨ　オブ　オンタリ

オ　マニュファクチュアリング　インコーポレーテッド（カナダ）は、ヤチヨ　マニュファクチュアリング　

オブ　アラバマ　エル　エル　シー（米国）から、また、合志技研工業株式会社は、サイアム　ゴウシ　マ

ニュファクチュアリング　カンパニー　リミテッド（タイ）、ゴウシ　タンロン　オートパーツ　カンパニ

ー　リミテッド（ベトナム）及び株式会社ウエムラテック他２社から部品を仕入れております。

　なお、当社は、ヤチヨ　オブ　オンタリオ　マニュファクチュアリング　インコーポレーテッド（カナ

ダ）、サイアム　ヤチヨ　カンパニー　リミテッド（タイ）、ワイ　エム　テクノロジー　インコーポレー

テッド（カナダ）、ユー　ワイ　ティー  リミテッド（英国）、エー　ワイ　マニュファクチュアリング　

リミテッド（米国）、ユ－　エス  ヤチヨ  インコーポレーテッド（米国）、ヤチヨ　マニュファクチュア

リング　オブ　アラバマ　エル　エル　シー（米国）及び八千代工業(中山)有限公司（中国）に対し、ま

た、合志技研工業株式会社は、サイアム　ゴウシ　マニュファクチュアリング　カンパニー　リミテッド

（タイ）、ゴウシ　タンロン　オートパーツ　カンパニー　リミテッド（ベトナム）に対して、技術援助を

行っております。

(その他の事業)

  その他の事業として、当社及び子会社であるサイアム  ヤチヨ  カンパニー  リミテッド（タイ）、合志

技研工業株式会社は、民生用機器関連部品等の製造及び販売を行っております。
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２．経営方針   

(１) 会社の経営の基本方針

　当社は｢人間尊重｣と｢顧客第一｣を基本理念としております。

　｢人間尊重｣とは、自立した個性を尊重し合い、平等な関係に立ち、信頼を築くという理念であり、｢顧客

第一｣とは、お客様の要求に対して、最大限に努力し、最優先で応えるという理念であります。

　こうした基本理念に基づき、｢わたしたちは、世界的視野に立ち、お客様の満足のために、卓越した技術

と特徴ある製品を供給する。｣という社是を実践し、株主の皆様をはじめとする全ての人々と喜びを分ち合

い、企業価値の向上に努めてまいります。

(２) 会社の利益配分に関する基本方針

  当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題の一つとして位置づけており、世界的視野に立

って事業を展開し、企業価値の向上に努めております。

　成果の配分にあたりましては、今後の資金需要などを総合的に考慮し、配当につきましては、長期的な視

点に立ち連結業績を考慮しながら実施することを方針としております。

　内部留保資金につきましては、将来の事業展開のための投資及び出資に充てることにより、業績の向上に

努め、財務体質の強化を図ってまいります。

(３) 投資単位の引き下げに関する考え方及び方針等

　当社は、投資家の皆様が当社株式に投資しやすい環境を整え、株主数の拡大及び流動性の向上を図るため、

その施策の一つとして、投資単位の引き下げを検討しております。

(４) 会社の対処すべき課題及び中長期的な会社の経営戦略

　今後の経営環境は、国内景気は回復基調にあるものの、個人消費の大幅な伸びは見込みがたく、また、米

国をはじめ、アジア諸国の景気も拡大が見込まれるが、その伸びは鈍化することが懸念されます。また、世

界を取り巻くさまざまな情勢や原油価格の動向、為替相場の動向など不透明な部分も多く、国内外とも予断

を許さない情勢にあります。

　当社グループを取り巻く自動車業界におきましても、コスト、品質面での生き残りをかけた競争が激化し、

一層厳しさを増すものと予想されます。

　当社グループといたしましては、このような厳しい環境に迅速かつ柔軟に対応していくために、国内外の

生産拠点において生産体質改革を進め、コスト競争力の向上及び品質の一層の向上に向け積極的に取り組ん

でまいります。

　さらに、競争力のある技術の確立、製品ラインアップの充実化及び管理体制の効率化を図り、総力をあげ

て業績の向上に努めるとともに、地球環境の保全についても取り組んでまいる所存でございます。

(５) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

(コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方)

　当社は、基本理念に立脚し、株主、投資家をはじめ、お客様、社会からの信頼をより高め、｢社会からそ

の存在を認められ、期待される企業｣となるため、コーポレート・ガバナンスの充実を経営の重要課題の一

つと認識し、その取り組みを行っております。

　組織運営においては、基本理念に立脚し、世界各地のお客様の要請に応える事業運営を、迅速かつ適切に

展開しながら、効果・効率の高い体制を構築しております。

　また、業務監査部門が各組織の業務遂行について、効果的な監査を実施していくほか、各組織が自律性を

高めながら、コンプライアンスやリスク管理に取り組んでおります。

　経営の監視を客観的に行うため、社外取締役及び社外監査役をおき、取締役会及び監査役会において監督

・監査を行っております。取締役については、経営環境の変化に対する機動性を高めるために、任期を１年

としております。

　株主や投資家の皆様に対して、決算や経営政策の迅速かつ正確な公表や開示を基本とし、企業の透明性を

今後も高めていきます。
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(コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況)

　①　会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制

　　の状況

　　イ．経営管理機構

　　　当社は、取締役会及び監査役会により、業務執行の監督及び監査を行っております。

　　　取締役会は、取締役１５名(うち　社外取締役１名)で構成され、重要な業務執行その他法定の事項に

　　ついて決定を行うほか、業務執行の監督を行っております。

　　　監査役会は、監査役４名(うち　社外監査役４名)で構成され、各監査役は、監査役会が定めた監査の

　　方針、業務の分担等に従い、取締役会への出席や業務、財産の状況の調査等を通じ、取締役の職務遂行

　　の監査を行っております。

　　　会計監査の適正さを確保するため、監査役会及び取締役会が、商法特例法、証券取引法に基づく会計

　　監査の報告を受けるほか、会計監査人の選任、報酬及び非監査業務等に関して監督をしております。

　　ロ．業務執行体制

　　　当社は、代表取締役４名から構成される経営会議をおき、取締役会の決議事項等について事前審議を

　　行うとともに、取締役会から委譲された権限の範囲内で、経営の重要事項について審議しております。

　　　執行体制は、基本理念に立脚し、世界各地のお客様の要請にこたえるため、世界の主要な地域に事業

　　の拠点をおいております。各拠点において迅速な事業運営を行うため、経営会議から委譲された権限の

　　範囲内で、各拠点の責任者が経営の重要な事項について審議しております。

　　ハ．内部統制

　　　社長直轄の独立した業務監査部門である監査部が、各部門の業務遂行状況についての監査を行ってお

　　ります。

　　　当社グループにおいて共有する行動指針として｢ＹＡＣＨＩＹＯ行動指針｣を制定しているほか、当社

　　グループ内の各組織が、担当取締役の主導の下で、法令の遵守やリスクの予防に努め、その状況を定期

　　的に検証するなど、コンプライアンスやリスク管理について体系的に取り組む仕組みを整備していきま

　　す。また、コンプライアンス及びリスク管理に関する取り組みを推進する担当取締役を任命するととも

企業倫理改善
提案窓口

監査部

取締役会　１５名
うち社外取締役１名

経営会議
社長
４名

子会社・関連会社

監査役会　　４名
うち社外監査役4名

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ
ｵﾌｨｻｰ

ﾘｽｸﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ
ｵﾌｨｻｰ

管理本部

生産本部

開発本部

企業ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

平成１６年９月３０日現在

営業部

開発部

技術部

完成車事業部

部品事業部

総務部

経理部

情報ｼｽﾃﾑ部

事業管理室

企業倫理委員会
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　　に、企業倫理やコンプライアンスに関する事項を審議する｢企業倫理委員会｣や、企業倫理に関する問題

　　について提案を受け付ける｢企業倫理改善提案窓口｣を設置するなど、組織体制の整備も行っております。

　②　会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

　　　当社の社外取締役又は社外監査役及びその親近者並びにそれらが取締役に就任する会社と当社の間に

　　は、利害関係はありません。

　③　会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの実施状況

　　　当中間期において、取締役会を４回、経営会議を８回開催し、重要な業務執行の決定や経営の重要事

　　項についての審議を行いました。

　　　監査役会は３回開催され、監査方針、業務の分担等を決定しました。また、監査役と業務監査室が単

　　独ないしは連携して、当社及び国内外の子会社、関連会社合計３社に対し、業務監査を実施いたしまし

　　た。

　　　企業情報の開示については、決算説明会の実施、投資家向けの企業説明会の実施、当社ホームページ

　　における各種の企業情報の公開などを通じた経営政策の迅速かつ正確な情報開示など、積極的に取り組

　　みました。

(６) 関連当事者との関係に関する基本方針

　本田技研工業株式会社は、平成16年9月30日現在で当社株式の議決権の34.6％を所有しており、当社とは継

続的かつ安定的な事業上の関係にあります。 今後引き続き同社との取引の拡大を図るとともに、同社以外の

お客様に対しましても、受注の拡大に努めてまいります。
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３.経営成績及び財政状態

(１) 当中間期の連結業績の概況

  当中間期における当社グループをとりまく経済環境は、国内においては、民間設備投資の増加や個人消費

の緩やかな増加とともに、雇用情勢も、厳しさは残るものの改善がみられるなど、景気は回復基調を続けま

した。一方、米国景気は拡大し、アジア諸国の景気は中国を中心に拡大が続いており、また、欧州主要国の

景気も緩やかに回復するなど、堅調に推移いたしました。

　このような情勢のもと、当社グループは、主要取引先を始めとしたお客様のニーズに迅速かつ的確に応え

るため、技術開発及び生産体制の強化など企業体質の強化に努めてまいりました。技術開発面では、挟み込

み防止機能付きオート作動サンルーフの開発など引き続き積極的な研究開発活動を展開すると同時に、生産

面では、生産体質改革をさらに推進するとともに、アジア地域を中心とした海外生産拠点の生産能力拡大を

図ってまいりました。

　この結果、当中間期の売上高は1,328億5千3百万円（前年同期比14.2％増）となりました。

　利益につきましては、北米地域において売上高の減少に伴う利益減及び持分法投資利益の減少などがあっ

たものの、国内及びアジア地域などでの増収に伴う利益の増加などにより、経常利益は30億7千万円（前年

同期比51.9％増）となりました。中間純利益は15億6千7百万円（前年同期比60.2％増）となりました。

分野別の売上高の状況

（自動車部品分野）

　自動車部品分野では、国内においては、受注が増加したことなどから部品全般が伸び、売上高は466億9千

3百万円（前年同期比12.9％増）となりました。北米においては、主として連結子会社であるヤチヨ　オブ

オンタリオ　マニュファクチュアリング　インコーポレーテッド（カナダ）における受注減などにより、売

上高は131億4千4百万円（前年同期比4.9％減）となりました。その他の地域においては、連結子会社である

サイアム　ゴウシ　マニュファクチュアリング　カンパニー　リミテッド（タイ）及びゴウシ　タンロン

オートパーツ　カンパニー　リミテッド（ベトナム）の受注増並びに昨年９月に稼動を開始した八千代工業

（中山）有限公司（中国）の生産が当中間期は全期間を通じて寄与したことなどにより、売上高は80億8千2

百万円（前年同期比26.5％増）となりました。

　この結果、自動車部品分野の売上高合計は679億2千万円（前年同期比10.3％増）となりました。

（自動車組立分野）

　自動車組立分野では、｢ライフ｣の受注台数が増加したことなどにより、売上高は646億4千5百万円（前年

同期比18.4％増）となりました。

（その他の分野）

　その他の分野の売上高は2億8千7百万円（前年同期比51.7％増）となりました。

(２) 当中間期の単独業績の概況

　当中間期の単独売上高は、自動車部品分野における受注の増加による部品全般の伸び及び自動車組立分

野における｢ライフ｣の受注台数の増加などにより、1,082億4千5百万円（前年同期比18.3％増）となりまし

た。

　利益につきましては、主として売上高の増加に伴う利益の増加などにより、経常利益は12億8千8百万円

（前年同期比180.2％増）、中間純利益は6億8千6百万円（前年同期比168.1％増）となりました。

　中間配当金につきましては、１株当たり１円増配の７円とすることを決定いたしました。

(３) キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、有形固定資産の取得29億

3千1百万円（前年同期比65.7％減）、社債の償還10億円及び法人税等の支払10億5千3百万円（前年同期比

25.6％増）などによる資金需要はありましたが、税金等調整前中間純利益28億1千7百万円（前年同期比51.1

％増）、減価償却費42億9千2百万円（前年同期比2.1％減）などにより、当中間連結会計期間末の資金残高は

53億8千万円（前年同期比35.5％増）となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの

状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　営業活動の結果得られた資金は、仕入債務の減少及び法人税等の支払額の増加はありましたが、税金等調

整前中間純利益の増加及び売上債権の減少などにより、65億円となり、前年同期に比べ12億2千万円の増加と

なりました。
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　投資活動の結果支出した資金は、有形固定資産の取得の減少などにより、27億8千3百万円となり、前年同

期に比べ82億1千2百万円の減少となりました。

　財務活動の結果支出した資金は、社債の償還及び長期借入金の返済などにより、9億2千1百万円となり、前

年同期に比べ57億2千9百万円の減少となりました。

キャッシュ・フローの指標

前中間期 当中間期 前期

平成15年4月 1日 平成16年4月 1日 平成15年4月 1日

平成15年9月30日 平成16年9月30日 平成16年3月31日

株 主 資 本 比 率 25.7 ％ 26.5 ％ 24.7 ％

時価ベースの株主資本比率 15.8 ％ 21.0 ％ 16.1 ％

債 務 償 還 年 数 3.3 年 2.5 年 2.9 年

ｲ ﾝ ﾀ ﾚ ｽ ﾄ ・ ｶ ﾊ ﾞ ﾚ ｯ ｼ ﾞ ・ ﾚ ｼ ｵ 15.6   19.2   16.4   

※株主資本比率：株主資本／総資産

　時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産

　債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

　インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

２．株式時価総額は、中間期末（期末）株価終値×中間期末（期末）発行済株式数（自己株式控除後）によ

　　り計算しております。

３．営業キャッシュ・フローは、（中間）連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フ

　　ローを使用しております。有利子負債は、（中間）連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を

　　支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、（中間）連結キャッシュ・

　　フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

４．債務償還年数の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため２倍しております。

(４) 通期の見通し

　今後の経済の見通しにつきましては、国内景気は回復基調にあるものの、個人消費の大幅な伸びは見込み

がたく、また、米国をはじめ、アジア諸国の景気も拡大が見込まれるが、その伸びは鈍化することが懸念さ

れます。また、世界を取り巻くさまざまな情勢や原油価格の動向、為替相場の動向など不透明な部分も多く、

国内外とも予断を許さない情勢にあります。

　当社グループを取り巻く自動車業界におきましても、コスト、品質面での生き残りをかけた競争が激化し、

一層厳しさを増すものと予想されます。

　このような環境の中で、現時点における通期の連結業績及び単独業績の見通しにつきましては、それぞれ

以下のとおりであります。

< 連結業績の見通し >

< 単独業績の見通し >

　為替レートにつきましては、上期実績１米ドル109円に対し、下期は１米ドル105円を想定しております。

　当期の期末配当金につきましては、１円増配の７円とし、中間配当金を含めた年間配当金は、１株につ

き14円とする予定であります。

※ 前述の業績見通しは、現時点で入手可能な情報に基づき当社の経営者が判断した見通しであります。

 実際の業績は様々な要因の変化により、記載の業績見通しとは大きく異なる結果となり得ますことをご承知おきく

 ださい。

売 上 高

経 常 利 益

当 期 純 利 益

売 上 高

経 常 利 益

当 期 純 利 益

２，７３０億円

６０億円

３１億円

(前期比  　９．３％増）

(前期比  ５７．６％増）

(前期比  ７７．５％増）

２，２４０億円

２８億円

１５億円

(前期比  １０．２％増）

(前期比  ６９．８％増）

(前期比  ７２．５％増）
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４．中間連結財務諸表等

（１）中間連結貸借対照表　
　　　　期　　　　　別

科　　　　　目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

     (資   産   の   部) ％ ％ ％

　Ⅰ　流　　　動　　　資　　　産

１   現 金 及 び 預 金 3,974,254 5,384,977 2,774,283 

２   受 取 手 形 及 び 売 掛 金 27,858,286 30,272,655 32,852,959 

３   た な 卸 資 産 4,336,674 4,963,782 4,335,289 

４   そ の 他 5,095,387 2,004,222 2,306,184 

流 動 資 産 合 計 41,264,602 40.4 42,625,638 41.2 42,268,716 40.3 

　Ⅱ　固　　　定　　　資　　　産

１   有 形 固 定 資 産

(1) 建 物 及 び 構 築 物 30,591,991 31,928,831 31,423,290 

(2) 機 械 装 置 及 び 運 搬 具 62,453,793 63,504,505 62,708,507 

(3) 工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 31,478,621 31,518,613 31,076,212 

(4) 土 地 8,663,431 8,910,076 8,788,070 

(5) 建 設 仮 勘 定 2,842,096 1,080,254 2,757,532 

減 価 償 却 累 計 額 82,262,114  △        86,613,220  △        84,127,332  △     

有 形 固 定 資 産 合 計 53,767,819 50,329,060 52,626,281 

２   無 形 固 定 資 産 368,575 285,814 314,007 

３   投 資 そ の 他 の 資 産

(1) 投 資 有 価 証 券 5,702,784 6,430,143 5,995,723 

(2) そ の 他 1,085,465 3,948,534 3,750,973 

(3) 貸 倒 引 当 金 96,015  △               97,000  △               96,800  △           

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 6,692,234 10,281,677 9,649,896 

固 定 資 産 合 計 60,828,628 59.6 60,896,551 58.8 62,590,185 59.7 

　Ⅲ　繰　　　延　　　資　　　産 119 0.0 －                          －           47 0.0 

資 産 合 計 102,093,350 100.0 103,522,190 100.0 104,858,949 100.0 

(平成15年９月30日) (平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
前連結会計年度の

要約連結貸借対照表

(平成16年３月31日)

前中間連結会計期間末

単位：千円
単位未満切り捨て )(
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　　　　期　　　　　別

科　　　　　目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

     (負   債   の   部) ％ ％ ％

　Ⅰ　流　　　動　　　負　　　債

１   支 払 手 形 及 び 買 掛 金 24,458,871 26,754,363 29,262,012 

２   短 期 借 入 金 7,009,020 4,507,955 3,021,098 

３   １年内返済予定長期借入金 7,728,463 8,056,213 7,330,524 

４   １ 年 内 償 還 予 定 社 債 1,000,000 3,000,000 4,000,000 

５   未 払 金 5,488,851 5,092,853 4,989,419 

６   賞 与 引 当 金 2,117,786 2,098,905 2,113,618 

７   そ の 他 2,256,503 2,556,899 2,781,914 

   流 動 負 債 合 計 50,059,497 49.0 52,067,190 50.3 53,498,588 51.0 

　Ⅱ　固　　　定　　　負　　　債

１   社 債 3,000,000 －                          －                      

２   長 期 借 入 金 15,340,115 16,298,814 18,175,226 

３   退 職 給 付 引 当 金 3,071,319 3,309,974 3,154,672 

４   役 員 退 職 慰 労 引 当 金 273,345 294,420 315,566 

５   連 結 調 整 勘 定 285,127 213,845 249,486 

６   そ の 他 1,540,436 1,376,765 1,383,562 

   固 定 負 債 合 計 23,510,342 23.0 21,493,820 20.8 23,278,513 22.2 

   負 債 合 計 73,569,840 72.0 73,561,010 71.1 76,777,102 73.2 

     (少 数 株 主 持 分)

   2,331,814 2.3 2,510,055 2.4 2,177,779 2.1 

     (資   本   の   部)

　Ⅰ　資　　　　　本　　　　　金 3,685,600 3.6 3,685,600 3.6 3,685,600 3.5 

　Ⅱ　資　　本　　剰　　余　　金 3,504,066 3.4 3,504,092 3.4 3,504,075 3.3 

　Ⅲ　利　　益　　剰　　余　　金 18,064,472 17.7 19,982,379 19.3 18,559,068 17.7 

　Ⅳ 1,873,930 1.9 2,334,760 2.2 2,081,453 2.0 

　Ⅴ 926,140  △             0.9  △     2,041,740  △          2.0  △     1,915,260  △      1.8  △     

　Ⅵ　自　　　己　　　株　　　式 10,233  △               0.0  △     13,967  △               0.0  △     10,868  △           0.0  △     

資 本 合 計 26,191,695 25.7 27,451,123 26.5 25,904,067 24.7 

    負債､少数株主持分及び資本合計 102,093,350 100.0 103,522,190 100.0 104,858,949 100.0 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末
前連結会計年度の

要約連結貸借対照表

(平成15年９月30日) (平成16年９月30日) (平成16年３月31日)

その他有価証券評価差額金

為 替 換 算 調 整 勘 定

少 数 株 主 持 分

単位：千円
単位未満切り捨て )(
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（２）中間連結損益計算書　

　　　　期　　　　　別

科　　　　　目 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比

　Ⅰ　売　　　　　上　　　　　高 116,332,114 100.0 132,853,422 100.0 249,691,927 100.0 

　Ⅱ　売　　　上　　　原　　　価 110,455,566 94.9 126,174,590 95.0 237,969,087 95.3 

売 上 総 利 益 5,876,548 5.1 6,678,832 5.0 11,722,840 4.7 

　Ⅲ 3,827,406 3.3 3,735,790 2.8 7,814,293 3.1 

１   販 売 費 838,031 748,389 1,554,669 

２   一 般 管 理 費 2,989,375 2,987,401 6,259,623 

   営 業 利 益 2,049,141 1.8 2,943,041 2.2 3,908,547 1.6 

　Ⅳ　営　　業　　外　　収　　益 489,244 0.4 477,135 0.4 922,214 0.3 

１   受 取 利 息 13,393 19,034 29,201 

２   受 取 配 当 金 43,733 51,951 60,650 

３   連 結 調 整 勘 定 償 却 額 38,558 35,640 74,199 

４   持 分 法 に よ る 投 資 利 益 355,764 283,851 687,121 

５   そ の 他 37,794 86,657 71,042 

　Ⅴ　営　　業　　外　　費　　用 516,430 0.5 349,397 0.3 1,023,924 0.4 

１   支 払 利 息 348,623 336,785 725,537 

２   為 替 差 損 143,177 －                          234,922 

３   そ の 他 24,629 12,611 63,464 

経 常 利 益 2,021,955 1.7 3,070,779 2.3 3,806,837 1.5 

　Ⅵ　特　　　別　　　利　　　益 28,545 0.0 8,254 0.0 31,921 0.0 

１   固 定 資 産 売 却 益 5,946 8,254 9,322 

２   連 結 子 会 社 株 式 売 却 益 22,598 －                          22,598 

　Ⅶ　特　　　別　　　損　　　失 185,614 0.1 261,609 0.2 309,390 0.1 

１   固 定 資 産 売 却 損 7,507 2,256 9,129 

２   固 定 資 産 除 却 損 166,042 259,152 286,746 

３   貸 倒 引 当 金 繰 入 額 6,265 200 7,715 

４   ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 5,800 －                          5,800 
税 金 等 調 整 前
中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 1,864,885 1.6 2,817,425 2.1 3,529,368 1.4 

法人税、住民税及び事業税 830,052 0.7 888,187 0.7 2,098,743 0.8 

法 人 税 等 調 整 額 305,304  △             0.2  △     24,974 0.0 819,162  △         0.3  △     

少 数 株 主 利 益 361,959 (減算)         0.3 336,797 (減算)         0.2 502,990 (減算)     0.2 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 978,178 0.8 1,567,464 1.2 1,746,796 0.7 

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日

前中間連結会計期間

自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日

自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日

当中間連結会計期間

％ ％ ％

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

)( ( ) )()(

単位：千円
単位未満切り捨て )(
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（３）中間連結剰余金計算書　

　　　　期　　　　　別

科　　　　　目

(資本剰余金の部)

Ⅰ

Ⅱ

１   自 己 株 式 処 分 差 益

Ⅲ

(利益剰余金の部)

Ⅰ

Ⅱ

１   中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

Ⅲ

１   配 当 金

２   役 員 賞 与

３   合併による抱合株式消却損

Ⅳ 18,064,472                             19,982,379                             18,559,068                         

自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日

金 額 金 額 金 額

自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日

自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日

前中間連結会計期間
前連結会計年度の
連結剰余金計算書

当中間連結会計期間

3,504,066                               

－                                         

－                                         

3,504,066                               

17,298,515                             

978,178                                  

978,178                                  

212,220                                  

192,220                                  

20,000                                   

－                                         

3,504,075                               

17                                         

－                                         

－                                         

18,559,068                             

1,567,464                               

1,567,464                               

144,153                                  

144,153                                  

17                                         

3,504,092                               

3,504,066                           

129,863                              

17,298,515                         

1,746,796                           

1,746,796                           

8                                       

486,243                              

336,380                              

20,000                               

8                                       

3,504,075                           

利 益 剰 余 金 増 加 高

利益剰余金中間期末(期末)残高

利 益 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

)( ( ) )()(

資 本 剰 余 金 増 加 高

資本剰余金中間期末(期末)残高

単位：千円
単位未満切り捨て )(
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間
前連結会計年度の要約
連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書

自  平成15年４月１日 自  平成16年４月１日 自  平成15年４月１日

至  平成15年９月30日 至  平成16年９月30日 至  平成16年３月31日

金　　  額 金　　  額 金　　  額

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

1,864,885 2,817,425 3,529,368

4,385,318 4,292,109 9,213,437

△ 38,558 △ 35,640 △ 74,199

130 △ 14,713 △ 4,037

△ 19,466 △ 21,145 22,755

121,561 155,301 205,639

6,265 200 7,050

△ 57,127 △ 70,985 △ 89,851

348,623 336,785 725,537

185,343 △ 122,279 21,577

△ 22,598 -              △ 22,598

5,800 -              5,800

△ 5,946 △ 8,254 △ 9,322

7,507 2,256 9,129

166,042 259,152 286,746

△ 20,000 -              △ 20,000

△ 2,139,347 2,522,083 △ 7,915,777

△ 184,985 △ 205,760 △ 333,015

1,274,100 △ 1,997,641 6,558,647

80,850 △ 20,187 182,684

449,018 △ 65,289 1,213,763

小                 計 6,407,416 7,823,414 13,513,333

51,202 70,034 84,650

△ 339,462 △ 339,428 △ 689,847

△ 838,623 △ 1,053,323 △ 1,586,544

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,280,533 6,500,696 11,321,592

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

△ 23,962 △ 2,704 △ 165,851

23,962 139,204 26,072

△ 8,557,581 △ 2,931,160 △ 13,762,695

27,294 18,111 73,450

△ 24,481 -              △ 23,486

△ 5,607 △ 6,867 △ 81,678

△ 8,000 -              △ 8,000

59,356 -              59,356

△ 2,486,900 -              △ 4,973,150

-              -              2,462,590

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 10,995,920 △ 2,783,416 △ 16,393,392

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

14,246,478 21,552,245 31,158,827

△ 10,362,855 △ 20,053,733 △ 31,156,953

5,070,000 2,027,332 12,107,804

△ 3,641,932 △ 3,272,479 △ 8,360,863

△ 1,000,000 △ 1,000,000 △ 1,000,000

837,235 -              818,190

-              △ 27,543 △ 33,136

△ 192,220 △ 144,153 △ 336,380

△ 147,865 -              △ 333,841

△ 641 △ 3,082 △ 1,267

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,808,198 △ 921,414 2,862,378

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 121,731 △ 50,650 △ 55,886

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額又は減少額(△) △ 785,456 2,745,214 △ 2,265,308

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 4,754,648 2,634,917 4,754,648

Ⅶ　合併による現金及び現金同等物の増加額 -              -              145,577

Ⅷ　現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 3,969,192 5,380,132 2,634,917

役 員 賞 与 の 支 払 額

有 形 固 定 資 産 除 却 損

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損

有 形 固 定 資 産 売 却 益

有 形 固 定 資 産 売 却 損

連 結 調 整 勘 定 償 却 額

連 結 子 会 社 株 式 売 却 益

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 ( △ ) 又 は 損 失

売 上 債 権 の 増 加 額 ( △ ) 又 は 減 少 額

た な 卸 資 産 の 増 加 額 ( △ ) 又 は 減 少 額

仕 入 債 務 の 増 加 額 又 は 減 少 額 ( △ )

未払消費税等の増加額又は減少額(△)

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

そ の 他

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

利 息 の 支 払 額

法 人 税 等 の 支 払 額

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出

定 期 預 金 の 戻 入 に よ る 収 入

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入

そ の 他

税 金 等 調 整 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

減 価 償 却 費

賞 与 引 当 金 の 増 加 額 又 は 減 少 額 ( △ )

役員退職慰労引当金の増加額又は減少額(△)

退職給付引当金の増加額又は減少額(△)

貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 又 は 減 少 額 ( △ )

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金

支 払 利 息

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額

配 当 金 の 支 払 額

社 債 の 償 還 に よ る 支 出

フ ァ イ ナ ン ス リ ー ス 債 務 の 増 加 額

ファイナンスリース債務の返済による支出

短 期 借 入 れ に よ る 収 入

短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

長 期 借 入 れ に よ る 収 入

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出

貸 付 け に よ る 支 出

貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入

連 結 子 会 社 株 式 の 取 得 に よ る 支 出

連 結 子 会 社 株 式 の 売 却 に よ る 収 入

単位：千円
単位未満切り捨て

科　　　目

期 　　別

)( )( )(

)(
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社　　　１４社

ヤチヨ　オブ　オンタリオ　マニュファクチュアリング　インコーポレーテッド　

ヤチヨ　インダストリー（ユーケー）リミテッド

サイアム　ヤチヨ　カンパニー　リミテッド

ヤチヨ　オブ　アメリカ　インコーポレーテッド

ワイ　エム　テクノロジー　インコーポレーテッド

ユー　エス　ヤチヨ　インコーポレーテッド

ヤチヨ  マニュファクチュアリング  オブ  アラバマ  エル  エル  シー

八千代工業（中山）有限公司

合志技研工業株式会社

株式会社ウエムラテック

株式会社泗水テック

株式会社合志テック

サイアム　ゴウシ　マニュファクチュアリング　カンパニー　リミテッド

ゴウシ　タンロン　オートパーツ　カンパニー　リミテッド

　なお、当社の子会社１４社は全て連結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項

(１)持分法適用の関連会社　２社

ユー　ワイ　ティー　リミテッド

エー　ワイ　マニュファクチュアリング　リミテッド

(２)関連会社（ワイ・ディ・エム株式会社）の中間純損益及び利益剰余金(いずれも持分見合額)等は、中間

   連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため、持分法を適用しておりません。

(３)持分法の適用会社のうち、中間決算日が中間連結決算日と異なる会社については、各社の中間会計期間

   に係る中間財務諸表を使用しております。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

　在外連結子会社10社の中間決算日は6月30日であります。

　中間連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

　その他有価証券

 　 時価のあるものは、中間決算日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。

 　  （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定しております。）

 　 時価のないものは、総平均法による原価法により評価しております。

② たな卸資産

　製品、原材料及び仕掛品は、主として総平均法による原価法により評価しておりますが、在外連結子

会社は、主として先入先出法又は総平均法による低価法により評価しております。

　貯蔵品は、主として最終取得原価法により評価しております。
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(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

  主として定率法を採用しております。

  ただし、工具・器具及び備品のうち、金型については主として定額法を採用しております。

② 無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。

(３)重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

  当社及び国内連結子会社は、従業員に対する賞与の支給に充てるため、賞与支払予定額のうち当中間

連結会計期間に属する支給対象期間に見合う額を計上しております。

③ 退職給付引当金

  当社及び合志技研工業株式会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額

を計上しております。

  なお、会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理しております。

  過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定

額法により費用処理しております。

  数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（15年）による定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。

　また、一部の連結子会社については、簡便法を適用しております。

④ 役員退職慰労引当金

  当社及び国内連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく中間連結会計期間

末要支給額を計上しております。

(４)重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　なお、在外連結子会社については、主として通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

(５)重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので特例処理を、金利通貨スワップに

ついては、一体処理の要件を満たしておりますので一体処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　(イ)ヘッジ手段…金利スワップ

　  　    ヘッジ対象…借入金

　　　(ロ)ヘッジ手段…金利通貨スワップ

　      　ヘッジ対象…外貨建借入金

③ ヘッジ方針

　借入金の金利変動によるリスクを回避することを目的として、金利スワップ取引を行っており、また、

外貨建借入金の金利変動によるリスク及び為替相場変動によるリスクを回避することを目的として、金

利通貨スワップ取引を行っております。

　なお、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っております。
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④ ヘッジ有効性の評価方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、また、金利通貨スワップについては、

一体処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略しております。

(６)その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価格の

変動について僅少なリスクしか負わない短期的投資からなっております。
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度

１． 担保に供している資産及び担保権によって担保されている債務

(１) 12,958,976 千円 12,446,078 千円 12,625,770 千円

(２) 1,938,922 千円 2,136,165 千円 1,955,054 千円

２． 偶発債務

(１) 6,390,471 千円 5,067,146 千円 5,306,165 千円

(２) 863,243 千円 299,985 千円 772,480 千円

（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

１． 販売費及び一般管理費の主なもの

816,493 千円 715,824 千円 1,502,192 千円

752,101 千円 865,029 千円 1,674,185 千円

68,798 千円 73,550 千円 172,624 千円

146,761 千円 113,131 千円 144,487 千円

43,394 千円 55,786 千円 85,615 千円

670,975 千円 603,958 千円 1,230,941 千円

２． 研究開発費の総額 670,975 千円 603,958 千円 1,230,941 千円

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

１． 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と(中間)連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成15年9月30日) (平成16年9月30日) (平成16年3月31日)

3,974,254 千円 5,384,977 千円 2,774,283 千円

△5,061 千円 △4,845 千円 △139,365 千円

3,969,192 千円 5,380,132 千円 2,634,917 千円

預入期間が3ヶ月を超える
定 期 預 金

現 金 及 び 現 金 同 等 物

荷 造 運 賃

研 究 開 発 費

担保に供している資産

担 保 権 に よ っ て 担 保
さ れ て い る 債 務

現 金 及 び 預 金 勘 定

保 証 債 務

保 証 予 約

退 職 給 付 費 用

役員退職慰労引当金繰入額

給 料 手 当

賞 与 引 当 金 繰 入 額
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（セグメント情報）

（１）事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間（自  平成15年４月１日  至  平成15年９月30日）

  全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める「自動車及びその部品の製造及び販売事業」の割合が

いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

当中間連結会計期間（自  平成16年４月１日  至  平成16年９月30日）

  全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める「自動車及びその部品の製造及び販売事業」の割合が

いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

前連結会計年度（自  平成15年４月１日  至  平成16年３月31日）

  全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める「自動車及びその部品の製造及び販売事業」の割合が

いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

（２）所在地別セグメント情報

前中間連結会計期間（自  平成15年４月１日  至  平成15年９月30日）

日 本 北 米 その他の地域 計 消去又は全社 連 結

売   上   高

(１)外部顧客に対する売上高 96,061,927 13,821,624 6,448,562 116,332,114 －            116,332,114 

(２)セグメント間の内部売上高又は

振替高

計 97,300,488 13,822,040 6,511,136 117,633,666 1,301,551)(   116,332,114 

97,002,108 12,895,204 5,767,443 115,664,756 1,381,783)(   114,282,973 

298,380 926,836 743,692 1,968,909 80,231 2,049,141 

  １．国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

  ２．各区分に属する主な国または地域………北米：カナダ、米国

             その他の地域：英国、タイ、中国、ベトナム

当中間連結会計期間（自  平成16年４月１日  至  平成16年９月30日）

日 本 北 米 その他の地域 計 消去又は全社 連 結

売   上   高

(１)外部顧客に対する売上高 111,586,147 13,144,473 8,122,801 132,853,422 －            132,853,422 

(２)セグメント間の内部売上高又は

振替高

計 113,693,943 13,144,799 8,292,052 135,130,795 2,277,373)(   132,853,422 

112,295,735 12,627,558 7,472,381 132,395,675 2,485,295)(   129,910,380 

1,398,208 517,240 819,670 2,735,120 207,921 2,943,041 

  １．国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

  ２．各区分に属する主な国または地域………北米：カナダ、米国

             その他の地域：英国、タイ、中国、ベトナム

前連結会計年度（自  平成15年４月１日  至  平成16年３月31日）

日 本 北 米 その他の地域 計 消去又は全社 連 結

売   上   高

(１)外部顧客に対する売上高 210,050,518 26,463,146 13,178,262 249,691,927 －            249,691,927 

(２)セグメント間の内部売上高又は

振替高

計 213,748,290 26,463,721 13,309,424 253,521,437 3,829,509)(   249,691,927 

212,468,780 24,725,971 12,209,070 249,403,822 3,620,442)(   245,783,380 

1,279,510 1,737,750 1,100,353 4,117,614 209,067)(     3,908,547 

  １．国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

  ２．各区分に属する主な国または地域………北米：カナダ、米国

             その他の地域：英国、タイ、中国、ベトナム

3,829,509)(   －            

営 業 費 用

営 業 利 益

3,697,771 575 131,162 3,829,509 

2,277,373 2,277,373)(   －            2,107,796 326 169,251 

1,301,551 1,301,551)(   －            1,238,561 416 62,574 

営 業 費 用

営 業 利 益

営 業 費 用

営 業 利 益

(注)

(注)

(注)

単位：千円
単位未満切り捨て )(

単位：千円
単位未満切り捨て )(

単位：千円
単位未満切り捨て )(
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（３）海外売上高

前中間連結会計期間（自  平成15年４月１日  至  平成15年９月30日）

Ⅰ 海 外 売 上 高

Ⅱ 連 結 売 上 高

Ⅲ
連 結 売 上 高 に占 める
海 外 売 上 高 の 割 合

  １．国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

  ２．各区分に属する主な国または地域………北米：カナダ、米国

             その他の地域：英国、タイ、ベトナム他

  ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

当中間連結会計期間（自  平成16年４月１日  至  平成16年９月30日）

Ⅰ 海 外 売 上 高

Ⅱ 連 結 売 上 高

Ⅲ
連 結 売 上 高 に占 める
海 外 売 上 高 の 割 合

  １．国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

  ２．各区分に属する主な国または地域………北米：カナダ、米国

             その他の地域：英国、タイ、中国、ベトナム他

  ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

前連結会計年度（自  平成15年４月１日  至  平成16年３月31日）

Ⅰ 海 外 売 上 高

Ⅱ 連 結 売 上 高

Ⅲ
連 結 売 上 高 に占 める
海 外 売 上 高 の 割 合

  １．国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

  ２．各区分に属する主な国または地域………北米：カナダ、米国

             その他の地域：英国、タイ、中国、ベトナム他

  ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

計

21,848,668                

132,853,422               

16.4％  

そ の 他 の 地 域

8,542,206                 

-              

6.4％  

北 米

13,306,461                

-              

10.0％  

北 米 そ の 他 の 地 域 計

14,033,637                6,949,681                 20,983,319                

-              -              116,332,114               

12.0％  6.0％  18.0％  

北 米 そ の 他 の 地 域 計

26,950,025                14,007,961                40,957,987                

-              -              249,691,927               

10.8％　 5.6％　 16.4％　

(注)

(注)

(注)

単位：千円
単位未満切り捨て )(

単位：千円
単位未満切り捨て )(

単位：千円
単位未満切り捨て )(
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（リース取引関係）
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

（有価証券関係）

前中間連結会計期間末(平成15年９月30日)

１．その他有価証券で時価のあるもの

区 分 取 得 原 価 差 額

株 式 999,966            4,084,754          3,084,788          

債 券 -           -           -           
そ の 他 -           -           -           
合 計 999,966            4,084,754          3,084,788          

２．時価評価されていない主な有価証券

当中間連結会計期間末(平成16年９月30日)

１．その他有価証券で時価のあるもの

区 分 取 得 原 価 差 額

株 式 1,012,905          4,869,341          3,856,436          

債 券 -           -           -           
そ の 他 -           -           -           
合 計 1,012,905          4,869,341          3,856,436          

２．時価評価されていない主な有価証券

前連結会計年度（平成16年３月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

区 分 取 得 原 価 差 額

株 式 1,006,037          4,455,476          3,449,439          

債 券 -           -           -           
そ の 他 -           -           -           
合 計 1,006,037          4,455,476          3,449,439          

２．時価評価されていない主な有価証券

（デリバティブ取引関係）
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

そ　の　他　有　価　証　券

非　上　場　株　式 (店頭売買株式を除く) 404,570                                    

内 容 中 間 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

そ　の　他　有　価　証　券

非　上　場　株　式 (店頭売買株式を除く) 419,750                                    

内 容 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

中 間 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額内 容

そ　の　他　有　価　証　券

非　上　場　株　式 (店頭売買株式を除く) 423,350                                    

中間連結貸借対照表
計 上 額

連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額

中間連結貸借対照表
計 上 額

単位：千円
単位未満切り捨て )(

単位：千円
単位未満切り捨て )(

単位：千円
単位未満切り捨て )(

単位：千円
単位未満切り捨て )(

単位：千円
単位未満切り捨て )(

単位：千円
単位未満切り捨て )(
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５．生産、受注及び販売の状況

(１)生産実績

（注） １．金額は販売価格によっており、消費税等は含んでおりません。

(２)受注実績

（注） １．金額は販売価格によっており、消費税等は含んでおりません。

　　　　　

(３)販売実績

（注） １．金額は販売価格によっており、消費税等は含んでおりません。

       ２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相 手 先

29,645      

132,853,422        249,691,927        

67,920,437         

64,645,734         124,628,163        

287,249            

23,391,725  

48,153      

124,606,245        

457,518            

至  平成16年９月30日 至  平成16年３月31日
金 額 金 額

割 合（％） 割 合（％）割 合（％）

前連結会計年度
自  平成15年４月１日
至  平成16年３月31日

販 売 高

自　平成15年４月１日

268,741     

134,300,670 21,944,477  

474,504     

253,478,054 

当中間連結会計期間 前連結会計年度

自　平成16年４月１日

至  平成16年３月31日

12,216,926  

11,145,154  

126,145,012 

126,858,536 

受 注 残 高 受 注 高 受 注 残 高

11,539,123  

10,357,200  

当中間連結会計期間 前連結会計年度

自　平成16年４月１日 自　平成15年４月１日
至  平成16年９月30日

68,598,240  

65,433,688  

受 注 高

67,649,125         

64,645,734         

287,661            

132,582,522        

124,891,336        

124,628,163        

453,312            

249,972,813        

当中間連結会計期間

自　平成16年４月１日
至  平成16年９月30日

金 額

事 業 部 門

自 動 車 部 品

78.9 80.9 80.8 本田技研工業株式会社

前連結会計年度

自　平成15年４月１日
至  平成16年３月31日

金 額

前中間連結会計期間

自　平成15年４月１日
至  平成15年９月30日

金 額

61,557,726         

54,571,669         

184,141            

116,313,536        

前中間連結会計期間

自　平成15年４月１日
至  平成15年９月30日

受 注 高 受 注 残 高

62,571,747  11,009,285  

57,038,857  10,585,743  

203,381     45,194      

119,813,987 21,640,223  

前中間連結会計期間

自　平成15年４月１日
至  平成15年９月30日

金 額

自 動 車 組 立

そ の 他

合 計

事 業 部 門

自 動 車 部 品

自 動 車 組 立

そ の 他

合 計

合 計

107,292,476

事 業 部 門

自 動 車 部 品

自 動 車 組 立

そ の 他

61,562,818         

54,579,941         

189,353            

116,332,114        

201,978,51391,768,550

当中間連結会計期間
自  平成16年４月１日
至  平成16年９月30日

販 売 高販 売 高

前中間連結会計期間
自  平成15年４月１日
至  平成15年９月30日

単位：千円
単位未満切り捨て )(

)()()(

単位：千円
単位未満切り捨て )(

)()()(

単位：千円
単位未満切り捨て )(

)()()(

単位：千円
単位未満切り捨て )(

)()()(
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平成１７年３月期　　個別中間財務諸表の概要
平成１６年１０月２７日

会　社　名 八 千 代 工 業 株 式 会 社 登録銘柄
コード番号 ７２９８ 本社所在都道府県 埼玉県
（ＵＲＬ http://www.yachiyo-ind.co.jp）
代　　表　　者

問い合わせ先　
ＴＥＬ （０４） ２９５５ － １２１１

決算取締役会開催日　    平成１６年１０月２７日 中間配当制度の有無   有
中間配当支払開始日　    平成１６年１２月　３日 有（１単元 1,000株）

１．平成１６年９月中間期の業績（平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日）

(1) 経営成績 （百万円未満切り捨て）

１６年９月中間期 ( ) ( ) ( )

１５年９月中間期 ( ) ( ) ( )

１６年３月期

１６年９月中間期 ( )

１５年９月中間期 ( )

１６年３月期

(注) １．期中平均株式数　  16年9月中間期　24,023,644株 　15年9月中間期　24,027,023株　16年3月期　24,026,627株

　   ２．会計処理の方法の変更　  無

　　 ３．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2) 配当状況

１６年９月中間期

１５年９月中間期

１６年３月期

(3) 財政状態

１６年９月中間期

１５年９月中間期

１６年３月期

(注) １．期末発行済株式数　 16年9月中間期　24,021,869株 　15年9月中間期　24,026,540株　 16年3月期　24,025,525株

　　 ２．期末自己株式数  　 16年9月中間期　    20,831株　 15年9月中間期　    16,160株 　16年3月期　    17,175株

２．平成１７年３月期の業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）

通　　　期

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　62円　44銭

※　業績予想については、現時点で入手可能な情報に基づき当社の経営者が判断した予想であります。 実際の業績は
　様々な要因の変化により、記載の業績予想とは大きく異なる結果となり得ますことをご承知おきください。

役 職 名
氏 名
責任者役職名
氏 名

代表取締役社長
大 竹 茂
経 理 部 長
佐 藤 芳 夫

108,245      

203,352      

1,254        

91,517       5.8 △   164          

18.3 

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円   　  　　％   百万円　　　     ％   百万円　　     　％   

180.2 1,288      

1,649      

662.7 

88.2 △  73.4 △  459        

-       - 12       

686          168.1 

円  　銭   

869          36             

6        -       00

１ 株 当 た り １ 株 当 た り

7        00

円  　銭   

- 

1,084    

％      

円　　 　      銭   

58

-       

円  　銭   

株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本

- 

売 上 高 経 常 利 益

百万円  百万円  

224,000    2,800      

1,051    53

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金
期       末

85,849         25,263         29.4 

当 期 純 利 益

1,028    75

69

総 資 産

百万円    百万円    

26,056         31.8 81,931         

77,877         

10             

(当期)  純  利  益

1,202        

28             

１ 株 当 た り 中 間

24,717         

7

中 間 (当期) 純 利 益

中 間 配 当 金 年 間 配 当 金

19

256          66

百万円   　  　　％   

64.2 △  

単元株制度採用の有無

00 14

円    銭 円    銭

00

百万円  

1,500      

00

31.7 
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 ６．中間財務諸表等

（１）中間貸借対照表
　　     　　期　　　　　別

(平成15年９月30日現在) (平成16年９月30日現在) (平成16年３月31日現在)

科　　　　　目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

     (資   産   の   部) ％            ％            ％            

Ⅰ                                                                                        

１ 現 金 及 び 預 金 1,220,852 1,493,003 1,309,033 

２ 受 取 手 形 131,714 80,760 196,136 

３ 売 掛 金 23,101,011 25,781,050 28,717,914 

４ た な 卸 資 産 2,662,025 2,385,324 2,614,644 

５ そ の 他 2,972,921 1,763,007 1,977,770 

流 動 資 産 合 計 30,088,525 38.6 31,503,145 38.5 34,815,498 40.6 

Ⅱ                                                                                        

１                                                                                        

(1) 建 物 7,350,496 7,212,524 7,339,492 

(2) 機 械 及 び 装 置 15,161,373 13,819,379 14,510,912 

(3) 工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 2,443,415 3,103,391 3,080,684 

(4) 土 地 6,899,905 7,065,841 7,065,841 

(5) そ の 他 2,323,577 1,354,362 1,650,500 

有 形 固 定 資 産 合 計 34,178,768 32,555,499 33,647,430 

２ 137,101 84,329 110,949 

３                                                                                        

(1) 投 資 有 価 証 券 12,084,987 13,845,152 13,416,106 

(2) そ の 他 1,466,381 4,023,215 3,938,923 

(3) 貸 倒 引 当 金 78,100   △              79,750   △              79,550   △              

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 13,473,268 17,788,617 17,275,480 

固 定 資 産 合 計 47,789,138 61.4 50,428,445 61.5 51,033,859 59.4 

Ⅲ 119 0.0 －                           －            47 0.0 

資 産 合 計 77,877,783 100.0 81,931,591 100.0 85,849,406 100.0 

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

繰 延 資 産

前 中 間 会 計 期 間 末 当 中 間 会 計 期 間 末

単位：千円
単位未満切り捨て

( )
前 事 業 年 度 の
要 約 貸 借 対 照 表

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産
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　　     　　期　　　　　別

(平成15年９月30日現在) (平成16年９月30日現在) (平成16年３月31日現在)

科　　　　　目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

     (負   債   の   部) ％            ％            ％            

Ⅰ                                                                                        

１ 支 払 手 形 317,273 254,038 345,164 

２ 買 掛 金 19,201,336 21,305,103 23,797,336 

３ 短 期 借 入 金 3,241,440 2,500,000 1,500,000 

４ １年内返済予定長期借入金 3,985,840 5,659,080 4,922,740 

５ １ 年 内 償 還 予 定 社 債 1,000,000 3,000,000 4,000,000 

６ 未 払 金 5,079,048 4,439,194 4,413,367 

７ 未 払 法 人 税 等 155,291 392,840 630,652 

８ 賞 与 引 当 金 1,786,296 1,783,868 1,778,179 

９ 未 払 消 費 税 等 122,566 224,974 224,429 

10 設 備 支 払 手 形 509,495 165,383 170,789 

11 そ の 他 637,924 548,999 582,091 

流 動 負 債 合 計 36,036,512 46.3 40,273,481 49.2 42,364,751 49.4 

Ⅱ                                                                                        

１ 社 債 3,000,000 －                           －                           

２ 長 期 借 入 金 11,497,700 12,661,490 15,458,520 

３ 退 職 給 付 引 当 金 2,205,903 2,295,619 2,255,829 

４ 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 188,455 184,808 208,251 

５ そ の 他 231,986 459,980 298,519 

固 定 負 債 合 計 17,124,045 22.0 15,601,898 19.0 18,221,119 21.2 

負 債 合 計 53,160,557 68.3 55,875,380 68.2 60,585,870 70.6 

     (資   本   の   部)                                                                                        

Ⅰ 3,685,600 4.7 3,685,600 4.5 3,685,600 4.3 

Ⅱ                                                                                        

１ 資 本 準 備 金 3,504,066 3,504,066 3,504,066 

２ そ の 他 資 本 剰 余 金 －                           25 8 

資 本 剰 余 金 合 計 3,504,066 4.5 3,504,092 4.3 3,504,075 4.1 

Ⅲ                                                                                        

１ 利 益 準 備 金 509,364 509,364 509,364 

２ 任 意 積 立 金 14,529,289 15,022,717 14,529,289 

３ 中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 625,206 1,013,644 964,620 

利 益 剰 余 金 合 計 15,663,861 20.1 16,545,727 20.2 16,003,275 18.6 

Ⅳ 1,873,930 2.4 2,334,760 2.8 2,081,453 2.4 

Ⅴ 10,233   △              0.0  △     13,967   △              0.0  △     10,868   △              0.0  △     

資 本 合 計 24,717,225 31.7 26,056,211 31.8 25,263,535 29.4 

負 債 資 本 合 計 77,877,783 100.0 81,931,591 100.0 85,849,406 100.0 

流 動 負 債

固 定 負 債

前 中 間 会 計 期 間 末 当 中 間 会 計 期 間 末
前 事 業 年 度 の
要 約 貸 借 対 照 表

単位：千円
単位未満切り捨て

( )

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

資 本 金

資 本 剰 余 金

流 動 負 債

固 定 負 債

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金
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（２）中間損益計算書
　　     　　期　　　　　別

自　平成15年４月１日 自　平成16年４月１日 自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日 至　平成16年９月30日 至　平成16年３月31日

科　　　　　目 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比

％            ％            ％            

Ⅰ 91,517,415 100.0 108,245,635 100.0 203,352,926 100.0 

Ⅱ 89,159,272 97.4 104,852,033 96.9 197,711,788 97.2 

売 上 総 利 益 2,358,142 2.6 3,393,602 3.1 5,641,138 2.8 

Ⅲ 2,193,684 2.4 2,139,276 1.9 4,439,037 2.2 

営 業 利 益 164,458 0.2 1,254,325 1.2 1,202,100 0.6 

Ⅳ 451,058 0.5 248,825 0.2 810,264 0.4 

Ⅴ 155,731 0.2 214,827 0.2 363,336 0.2 

経 常 利 益 459,785 0.5 1,288,324 1.2 1,649,028 0.8 

Ⅵ 1,175 0.0 7 0.0 1,445 0.0 

Ⅶ 107,992 0.1 205,684 0.2 212,292 0.1 

税 引 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 352,968 0.4 1,082,646 1.0 1,438,182 0.7 

法人税、住民税及び事業税 239,990 0.3 389,459 0.4 1,201,421 0.6 

法 人 税 等 調 整 額 143,130   △             0.2  △     6,582 0.0 632,784   △             0.3  △     

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 256,108 0.3 686,605 0.6 869,545 0.4 

前 期 繰 越 利 益 369,098 327,039 369,098 

中 間 配 当 額 －                           －                           144,159 

合併による抱合株式消却損 －                           －                           129,863 

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 625,206 1,013,644 964,620 

売 上 高

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間
前 事 業 年 度 の
要 約 損 益 計 算 書

単位：千円
単位未満切り捨て

( )

( ) ( ) ( )( )

売 上 高

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間
前 事 業 年 度 の
要 約 損 益 計 算 書

－24－



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．資産の評価基準及び評価方法

(１) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

  総平均法による原価法により評価しております。

その他有価証券

  時価のあるものは、中間決算日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。

  （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定しております。）

  時価のないものは、総平均法による原価法により評価しております。

(２) たな卸資産

製品、原材料及び仕掛品

  総平均法による原価法により評価しております。

貯蔵品

  最終取得原価法により評価しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(１) 有形固定資産

  定率法を採用しております。

  ただし、工具・器具及び備品のうち、金型については定額法を採用しております。

(２) 無形固定資産

  定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。

(３) 長期前払費用

　均等償却によっております。

　

３．引当金の計上基準

(１) 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(２) 賞与引当金

  従業員に対する賞与の支給に充てるため、賞与支払予定額のうち当中間会計期間に属する支給対象期

間に見合う額を計上しております。

(３) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中

間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

  なお、会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理しております。

  過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定

額法により費用処理しております。

  数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15年）に

よる定額法により、それぞれ発生の翌期より費用処理しております。

(４) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく中間会計期間末要支給額を計上しております。
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４．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．ヘッジ会計の方法

(１) ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので特例処理を、金利通貨スワップに

ついては、一体処理の要件を満たしておりますので一体処理を採用しております。

(２) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　①ヘッジ手段…金利スワップ

　　  　ヘッジ対象…借入金

　　　②ヘッジ手段…金利通貨スワップ

　　　  ヘッジ対象…外貨建借入金

(３) ヘッジ方針

　借入金の金利変動によるリスクを回避することを目的として、金利スワップ取引を行っており、また、

外貨建借入金の金利変動によるリスク及び為替相場変動によるリスクを回避することを目的として金利

通貨スワップ取引を行っております。

　なお、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っております。

(４) ヘッジ有効性の評価方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、また、金利通貨スワップについては、

一体処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略しております。

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度

１．有形固定資産の減価償却累計額 58,344,495 千円 61,474,716 千円 60,093,043 千円

２．工場財団抵当として担保に供している資産及び担保権によって担保されている債務

(１)担 保 に 供 し て い る 資 産

建 物 5,928,173 千円 5,622,009 千円 5,687,308 千円

機 械 及 び 装 置 362,428 千円 349,145 千円 356,594 千円

土 地 4,289,500 千円 4,289,500 千円 4,289,500 千円

そ の 他 ( 構 築 物 ) 364,815 千円 347,217 千円 355,714 千円

計 10,944,918 千円 10,607,873 千円 10,689,117 千円

(２)担保権によって担保されている債務

短 期 借 入 金 600,000 千円 600,000 千円 600,000 千円

計 600,000 千円 600,000 千円 600,000 千円

３．偶発債務

(１)保 証 債 務 12,139,866 千円 9,701,616 千円 10,027,507 千円

(２)保 証 予 約 1,658,715 千円 299,985 千円 1,015,060 千円

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

１．営業外収益のうち主なもの

受 取 利 息 9,923 千円 2,258 千円 24,257 千円

受 取 配 当 金 407,651 千円 202,146 千円 721,569 千円

２．営業外費用のうち主なもの

支 払 利 息 101,511 千円 184,389 千円 253,570 千円

社 債 利 息 30,499 千円 19,227 千円 51,955 千円

３．特別利益のうち主なもの

固 定 資 産 売 却 益 1,175 千円 7 千円 1,445 千円

４．特別損失のうち主なもの

固 定 資 産 売 却 損 30 千円 34 千円 398 千円

固 定 資 産 除 却 損 98,562 千円 205,449 千円 201,043 千円

５．減価償却実施額

有 形 固 定 資 産 2,617,247 千円 2,638,343 千円 5,668,166 千円

無 形 固 定 資 産 32,795 千円 26,619 千円 61,400 千円

－27－



（リース取引関係）

　ＥＤＩＮＥＴ開示を行っているため記載を省略しております。

（有価証券関係）

　前中間会計期間末（平成15年9月30日）、当中間会計期間末（平成16年9月30日）及び前事業年度

（平成16年3月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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